
令和 2年度 コミュニティからの意見 

 飯山南      コミュニティ 

 

ご

意

見

１ 

コミュニティだより毎月発行について 

 令和 2年 10月 1日発行№79号から毎月発行とした。 

 隔月奇数月 15 日から毎月 1 日発行へ変更した目的は、地域情報を正確に早く届け

る必要性を感じてきたからで、山口市のまちづくり協議会先進地視察を行い、実施

に向けての体制づくりが出来た。 

 編集ページ設定は、コミュニティだより№７８号の通りである。 

 丸亀市広報も全国コンクールで優秀な成績を収め、誠に喜ばしいことであり、市民

として誇りに思う。 

 コミュニティでは 8 月 8 日(土)AM９：３０より 第 2 回飯山南広報委員会を予定

しているので時間がとれれば、30 分程度ご指導をお願いしたい。当日は、10 月 1

日発行 79号のページ別原稿依頼、データーの調整を議題として会合の予定である。 

 

（回答） 

「広報」は、市民が必要としている行政情報などを積極的に発信することで、市政へ

の理解を求めることであるといえます。そのひとつの手段として、市では「広報まる

がめ」を発行しています。コミュニティだよりもまた、地域の人とコミュニティを繋

ぎ、地域の連帯を深める役割を担っているものと認識しております。 

飯山南コミュニティでご検討されている、コミュニティだよりを毎月発行し、地域 

情報を正確に早く届けるための取組みの一助となるのであれば、微力ながら、お申し

出のありました、職員の派遣について、協力してまいりますので、よろしくお願いし

ます。 
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２ 

婦人会の再編について 

 行政の関係団体にあって婦人会組織は、非常に大切な組織団体と言えるが、近年 

 社会教育各種団体組織にあっても他団体と同様疲弊している。特に、超高齢化社会

対応、健康長寿、地域学校支援等、地域社会の課題は重要で、解決に向けた活動は

絶対必要である。しかし、当地の現状は婦人会組織の継続にも限界がきている。そ

こで、9 月の自治会長会で法の郷社会参加(女性部)部会創設の案を説明し、各自治

会から選出願い、婦人会に変わる組織をつくり、目的に叶う活動を行いたい。 

 市のご指導を願いたい。    

 

（回答） 

ご意見のとおり、市内における他の婦人会組織についても、会員の高齢化や後継者

不足等、様々な問題を抱えています。組織の中心人物が引退と同時に組織も解散に至

るケースも見受けられます。 

 社会教育団体（婦人会）の主管課といたしましては、ご検討されている「婦人会」

に変わる組織として、「法の郷社会参加（女性部）部会」の創設について、市内にお

ける他の地区におきましても、同様な形で組織転換されているところもありますし、

時代の流れや地域の実情に鑑みると十分考えられる組織改編であると考えます。 

 地域社会の課題解決に向けて、従来婦人会組織が担っていた活動につきましては大

変重要でありますが、「地域の目的に適う活動」として地域の実情に応じて組織を見



直していくという動きにつきましては賛同いたします。 

 新しい組織で、従来の婦人会活動や市婦人団体連絡協議会への参画も引き続きよろ

しくお願いいたします。 
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３ 

飯山南避難所管理運営委員会の運営規約制定について 

 丸亀市のマニュアルを使って、飯山南避難所管理委員会の運営規約を 7月 14日に 

 審議し、制定した。 

 今年 11月 15日(日)実施の令和 2年度飯山南防災訓練時には、従来の訓練内容を大 

 きく変更して、運動場で行う防水訓練、土のう作り、ロープワーク、簡易救出・救

護訓練と併せ、体育館内では、避難訓練を主体に防災訓練内容を変え、訓練実施要

領の作成を準備している。 

 訓練計画書が出来ればご相談に参りますので、資機材等の借用、又、当日のご指導

をお願いしたい。  

 

（回答） 

大規模災害が発生した時に、急きょ避難所に集まった方々のみで円滑に避難所運営

を開始することは、非常に困難であります。そこで、丸亀市では、災害時に住民の皆

さんが中心となって避難所が運営できるよう、地域の実情に合った避難所運営マニュ

アルを策定する際の参考として、平成 30 年 7 月に「丸亀市避難所運営マニュアル」

を策定しました。そのことを受け、今回、飯山南地区において、地域住民の皆さんが

主体となって災害時の避難所運営をどのようにするかを話し合い、事前にマニュアル

化されたことで、自助・共助によるスムーズな避難所運営が可能となると考えており

ます。 

また、本年 11 月に実施予定の防災訓練については、運動場での実働訓練に合わせ

て、体育館での避難訓練を行うなど、昨年度とその内容を替えて実施することは、非

常に有効な訓練になると思われます。この防災訓練で使用する備品や資機材の貸し出

しや訓練の打合せなど市からの協力や支援は積極的に行ってまいります。 

 

 

 

 

 

 


